
第75回定時株主総会招集ご通知に際しての

法令及び定款に基づくインターネット開示事項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表

(2020年４月１日から2021年３月31日まで)

「連結注記表」及び「個別注記表」につきましては、法令及び定款

第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ホームページ

（https://www.fine-yasunaga.co.jp）に掲載することにより、株主

の皆様に提供しております。

表紙



連結注記表

1.　連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項等

連結の範囲に関する事項

連結子会社の数　　11社

安永エアポンプ㈱

安永クリーンテック㈱

安永運輸㈱

安永総合サービス㈱

安永インドネシア㈱（インドネシア）

韓国安永㈱（韓国）

安永タイ㈱（タイ）

安永メキシコ㈱（メキシコ）

安永アメリカ㈱（米国）

山東安永精密機械有限公司（中国）

上海安永精密切割機有限公司（中国）

連結子会社の事業年度等に関する事項

　在外連結子会社は、決算日が12月31日であるので、連結計算書類の作成にあたっては、12月31日

現在の計算書類を利用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上

必要な調整を行っております。

　なお、他の連結子会社の決算日は全て連結決算日と一致しております。
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会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

その他有価証券　時価のあるもの　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

時価のないもの　　移動平均法による原価法

②　デリバティブ

時価法

③　たな卸資産

通常の販売目的で保有するたな卸資産

　評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

ａ　製品・仕掛品

エンジン部品及び環境機器　　総平均法による原価法

機械装置　　　　　　　　　　個別法による原価法

ｂ　原材料　　　　　総平均法による原価法

ｃ　貯蔵品　　　　　総平均法及び 終仕入原価法による原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、取

得時に全額費用として処理する方法によっております。

②　無形固定資産

(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産

所有権移転外フ

ァイナンス・リ

ース取引に係る

リース資産

耐用年数を見積耐用年数又はリース期間、残存価額を零又は実質的残存価

額とする定額法を採用しております。
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(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当連結会計年度に見

合う分を計上しております。

③　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

④　工事損失引当金

　受注工事に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末における未引渡工事のうち損失

の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積もることができる工事について、損失見込

額を計上しております。

⑤　環境対策引当金

　PCB（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の処分等の支出に備えるため、今後発生すると見込まれ

る金額を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　完成工事高の計上は、当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を適用しております。

(5) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。

　なお、在外子会社の資産及び負債は在外子会社の決算日の直物為替相場により、収益及び費用

は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支

配株主持分に含めて計上しております。

(6) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利ス

ワップについては、特例処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

ヘッジ手段・・・金利スワップ、金利通貨スワップ

ヘッジ対象・・・借入金

③　ヘッジ方針

　金利変動による借入債務の損失可能性を減殺する目的で行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始

時及びその後も継続して、相場変動またはキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想

定することができるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。
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(7) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

(8) 退職給付に係る会計処理の方法

①　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

②　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理しております。

　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（２

年）による定額法により費用処理しております。

③　小規模企業等における簡便法の採用

　一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末

自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を採用しております。

2.　会計方針の変更に関する注記
(在外子会社の収益及び費用の換算方法の変更)

　在外子会社の収益及び費用は、従来、各社の決算日の直物為替相場により円貨に換算しており

ましたが、当連結会計年度より期中平均相場により円貨に換算する方法に変更しております。

　在外子会社の収益及び費用の重要性が今後益々増加すると予想されることから、在外子会社の

業績をより適切に連結計算書類に反映させるために行ったものであります。

　また、近年の為替相場の変動が著しく、一時的な為替相場の変動による期間損益への影響緩和

を目的に、当連結会計年度より変更しております。

　当該会計方針の変更は遡及適用しております。この会計方針の変更が前連結会計年度の損益

に与える影響は軽微であります。また、会計方針の変更の累積的影響額は当連結会計年度の期首

の純資産の帳簿価額の反映しております。この結果、連結株主資本等変動計算書の利益剰余金の

遡及適用後の当期首残高は129百万円減少し、為替換算調整勘定の当期首残高は同額増加してお

ります。

3.　表示方法の変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連

結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関

する注記を記載しております。

　ただし、当該注記においては、当該会計基準第11項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

て、前連結会計年度に係る内容については記載しておりません。
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4.　会計上の見積りに関する注記
(1) たな卸資産

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

商品及び製品 1,551百万円

仕掛品 2,208百万円

原材料及び貯蔵品 1,491百万円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　たな卸資産は、取得原価で測定しておりますが、正味実現可能価額が取得原価より下落し

ている場合は、当該正味実現可能価額で測定し、取得原価との差額を売上原価に認識してお

ります。また、営業循環過程から外れて滞留するたな卸資産については、将来の需要や市場

動向を反映して正味実現可能価額等を算定しております。市場環境が予測より悪化して正味

実現可能価額が著しく下落した場合には、損失が発生する可能性があります。

(2) 有形固定資産及び無形固定資産の減損

①　当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

用途 場所 種類 減損損失（百万円）

遊休資産 三重県伊賀市 機械装置及び運搬具 3

工場 韓国 建物及び構築物 1,041

工場 韓国 その他 25

生産設備 韓国 機械装置及び運搬具 409

生産設備 韓国 工具、器具及び備品 2

生産設備 韓国 その他 0

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは各連結会計期間末に有形固定資産及び無形固定資産の減損の兆候の有無を

測定し、減損の兆候がある場合には、減損損失の認識要否の判定を実施しております。

　減損損失の認識要否の判定は、資産の帳簿価額と割引前将来キャッシュ・フローを比較す

ることにより実施し、割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回る場合には、帳簿価

額と回収可能価額との差額を減損損失に計上しております。

　回収可能価額の算定にあたっては、資産の使用から生み出される将来キャッシュ・フロー

の割引現在価値と 終的な処分から生み出される将来キャッシュ・フローの割引現在価値を

見積っております。このような見積りは、経営者により 善の見積りにより行っております

が、将来の不確実な経済条件の変動の結果によって実際の結果と異なる可能性があります。
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5.　追加情報
（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響の考え方）

　前連結会計年度においては、新型コロナウイルス感染症の影響が2021年３月期の一定期間にわ

たり継続するとの仮定のもと会計上の見積りを行っておりました。足許では新型コロナウイル

ス感染症の再拡大による各種行動制限が強化されるなど、先行き不透明感が強まっており、当社

グループにおきましても影響を少なからず受けておりますが、繰延税金資産の回収可能性の判断

及び減損損失の判定等については、重要な変更はありません。

（連結納税制度の導入に伴う会計処理）

　当社及び国内連結子会社は、当連結会計年度中に連結納税制度を適用することについて承認申

請を行い、翌連結会計年度より連結納税制度が適用されることとなったため、当連結会計年度か

ら「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱い(その１)」（実務対応報告

第５号　2015年１月16日）及び「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に関する当面の取扱

い(その２)」（実務対応報告第７号　2015年１月16日）に基づき、連結納税制度の適用を前提と

した会計処理を行っております。

（連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用）

　当社及び国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020年法律第８号）にお

いて創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税

制度の見直しが行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る

税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いに

より、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16

日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規

定に基づいております。
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6.　連結貸借対照表に関する注記
(1) 電子記録債権割引高 82百万円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 38,090百万円

(3) 担保に供している資産

①　工場財団抵当

建物及び構築物 659百万円

機械装置及び運搬具 529百万円

土地 360百万円

計 1,548百万円

②　工場財団以外の抵当

建物及び構築物 55百万円

土地 46百万円

計 102百万円

合計 1,650百万円

上記担保資産に対する債務

短期借入金 4,150百万円

長期借入金 7,949百万円

(１年内返済予定額を含む)

計 12,099百万円

(4) 国庫補助金により有形固定資産の取得価額から控除している圧縮記帳額は、95百万円であり、そ

の内訳は次のとおりであります。

建物及び構築物 71百万円

機械装置及び運搬具 23百万円

(5) 百万円未満の金額は切り捨てて表示しております。
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7.　連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 12,938,639 － － 12,938,639

(2) 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 975,309 － － 975,309

(3) 新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

(4) 配当に関する事項

①　配当金支払額等

決　　議
株式の
種類

配当金
の総額

(百万円)

１株
当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2020年６月25日
定時株主総会

普通株式 47 4.00 2020年３月31日 2020年６月26日

2020年10月30日
取締役会

普通株式 47 4.00 2020年９月30日 2020年12月３日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議予定
株式の
種類

配当の
原資

配当金
の総額

(百万円)

１株
当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日

2021年６月25日
定時株主総会

普通株式
利益

剰余金
47 4.00 2021年３月31日 2021年６月28日

(5) 百万円未満の金額は切り捨てて表示しております。
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8.　金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

　当社グループは、主にエンジン部品の製造販売事業を行うための設備投資計画に照らして、

必要な資金（主に銀行借入）を調達しております。一時的な余資は安全性の高い金融資産で運

用し、また、短期的な運転資金を銀行借入により調達しております。デリバティブは、投機的

な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されておりま

す。

　また、グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建ての営業債権は、為替の

変動リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主に取引先企業との業務提携等に関連する株式であり、市場価格の変動リ

スクに晒されております。

　営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、１年以内の支払期日であります。ま

た、その一部には、原材料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒され

ております。

　借入金及びファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調

達を目的としたものであり、償還日は決算日後、８年以内であります。
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③　金融商品に係るリスク管理体制

ａ　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、債権管理に関する規程に従い、営業債権について、各事業部門における営業部が

主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理すると

ともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。連結子会

社についても、当社の債権管理に関する規程に準じて、同様の管理を行っております。

　デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、

格付の高い金融機関とのみ取引を行っております。

　当期の連結決算日現在における 大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸

借対照表価額により表わされています。

ｂ　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

　当社は、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用

しております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

また、取引先企業との関係を勘案し必要に応じて保有状況を見直しすることとしておりま

す。

ｃ　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

　当社は各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、

手許流動性の維持などにより、流動性リスクを管理しております。

ｄ　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいる

ため、異なる前提条件を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりませ

ん。（（注）2.参照）

(単位：百万円)

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

【1】 現金及び預金 5,001 5,001 －

【2】 受取手形及び売掛金(純額) 4,789 4,789 －

【3】 電子記録債権 953 953 －

【4】 未収入金 412 412 －

【5】 投資有価証券

その他有価証券 610 610 －

資産計 11,767 11,767 －

【1】 支払手形及び買掛金 3,004 3,004 －

【2】 電子記録債務 439 439 －

【3】 短期借入金 5,150 5,150 －

【4】 未払金 1,728 1,728 －

【5】 未払法人税等 76 76 －

【6】 設備関係支払手形 0 0 －

【7】
長期借入金(１年内返済予定の
長期借入金を含む)

9,731 9,761 29

【8】
リース債務(１年内返済予定の
リース債務を含む）

294 302 7

【9】
リース負債(１年内返済予定の
リース負債を含む）

78 77 △1

負債計 20,505 20,541 36

デリバティブ取引(＊) (111) (111) －
 

（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務

となる項目については（　）で示しております。
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（注）1.　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

【1】現金及び預金、【2】受取手形及び売掛金、【3】電子記録債権、並びに【4】未収入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

【5】投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

　また、その他有価証券において、種類ごとの取得原価、連結貸借対照表計上額及びこれらの差

額については次のとおりであります。

(単位：百万円)

区　分
連結貸借対照表

計上額
取得原価 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 599 310 288

小　計 599 310 288

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 11 13 △2

小　計 11 13 △2

合　計 610 323 286

（※）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。

負債

【1】支払手形及び買掛金、【2】電子記録債務、【3】短期借入金、【4】未払金、【5】未払法人税

等、並びに【6】設備関係支払手形

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。

【7】長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）、【8】リース債務（１年内返済予定のリー

ス債務を含む）、並びに【9】リース負債（１年内返済予定のリース負債を含む）

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入又はリースを行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値によって算定しております。
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デリバティブ取引

ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

金利関連

(単位：百万円)

ヘッジ会計
の方法

種類 主なヘッジ対象 契約額等
契約額のうち

１年超
時価

原則的処理方法
金利通貨スワップ取引
支払固定・受取変動
USドル受取・タイバーツ支払

長期借入金 678 573 △111

 
（※）時価の算定方法　取引先金融機関等から提示された価格等に基づき算定しております。

（注）2.　時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 2

　これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積るには過大なコストを要

すると見込まれます。したがって、時価を把握することが極めて困難と認められるものであるため、

「資産【5】投資有価証券　その他有価証券」には含めておりません。

9. １株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 726.56円

(2) １株当たり当期純損失 215.99円
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個別注記表

1.　重要な会計方針に係る事項
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社株式　　　　　　　　　　　　移動平均法による原価法

②　その他有価証券　時価のあるもの　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により

算定）

時価のないもの　　移動平均法による原価法

(2) デリバティブの評価基準及び評価方法

時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。

　通常の販売目的で保有するたな卸資産

①　製品・仕掛品

エンジン部品　　総平均法による原価法

機械装置　　　　個別法による原価法

②　原材料　　　　　　総平均法による原価法

③　貯蔵品　　　　　　総平均法及び 終仕入原価法による原価法

(4) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

また、取得価額10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、取

得時に全額費用として処理する方法によっております。

②　無形固定資産

(リース資産を除く)

定額法を採用しております。

なお、償却年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。

ただし、ソフトウエア（自社利用分）については、社内における利用可能

期間（５年）に基づく定額法によっております。

③　リース資産

所有権移転外フ

ァイナンス・リ

ース取引に係る

リース資産

耐用年数を見積耐用年数又はリース期間、残存価額を零又は実質的残存価

額とする定額法を採用しております。

④　長期前払費用　　　定額法を採用しております。

なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっ

ております。
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(5) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

②　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う

分を計上しております。

③　退職給付引当金

ａ　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上しております。

　退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりです。

ｂ　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっております。

ｃ　数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数（13年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理してお

ります。

　過去勤務費用については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（２

年）による定額法により費用処理しております。

ｄ　未認識数理計算上の差異及び過去勤務費用の貸借対照表における取扱いが連結貸借対照表

と異なります。

④　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

⑤　環境対策引当金

　PCB（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物の処分等の支出に備えるため、今後発生すると見込まれ

る金額を計上しております。
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(6) ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

　原則として繰延ヘッジ処理によっております。なお、特例処理の要件を満たしている金利ス

ワップについては、特例処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

　ヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおりであります。

ヘッジ手段・・・金利スワップ

ヘッジ対象・・・借入金

③　ヘッジ方針

　金利変動による借入債務の損失可能性を減殺する目的で行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ手段とヘッジ対象の資産・負債に関する重要な条件が同一であり、かつ、ヘッジ開始

時及びその後も継続して、相場変動またはキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想

定することができるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。

(7) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。

2.　表示方法の変更
「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事

業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記

載しております。

　ただし、当該注記においては、当該会計基準第11項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

て、前事業年度に係る内容については記載しておりません。

3.　会計上の見積りに関する注記
(1) たな卸資産

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

商品及び製品 795百万円

仕掛品 1,766百万円

原材料及び貯蔵品 552百万円

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　たな卸資産は、取得原価で測定しておりますが、正味実現可能価額が取得原価より下落して

いる場合は、当該正味実現可能価額で測定し、取得原価との差額を売上原価に認識しておりま

す。また、営業循環過程から外れて滞留するたな卸資産については、将来の需要や市場動向を

反映して正味実現可能価額等を算定しております。市場環境が予測より悪化して正味実現可

能価額が著しく下落した場合には、損失が発生する可能性があります。
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(2) 有形固定資産及び無形固定資産の減損

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

用途 場所 種類 減損損失（百万円）

遊休資産 三重県伊賀市 機械及び装置 3

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は各会計期間末に有形固定資産及び無形固定資産の減損の兆候の有無を測定し、減損の

兆候がある場合には、減損損失の認識要否の判定を実施しております。

　減損損失の認識要否の判定は、資産の帳簿価額と割引前将来キャッシュ・フローを比較する

ことにより実施し、割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額と

回収可能価額との差額を減損損失に計上しております。

　回収可能価額の算定にあたっては、資産の使用から生み出される将来キャッシュ・フローの

割引現在価値と 終的な処分から生み出される将来キャッシュ・フローの割引現在価値を見積

っております。このような見積りは、経営者により 善の見積りにより行っておりますが、将

来の不確実な経済条件の変動の結果によって実際の結果と異なる可能性があります。

(3) 関係会社株式の評価

①　当事業年度の計算書類に計上した金額

関係会社株式　　　　6,284百万円（うち韓国安永㈱への投資　　　　　　　 53百万円）

関係会社株式評価損　1,353百万円（うち韓国安永㈱に対する投資の減損　1,353百万円）

②　識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、関係会社株式について、株式の発行会社の財政状態の悪化により実質価額が著しく

低下したときには、回復可能性が十分な証拠によって裏付けられる場合を除いて、評価損の認

識を行っております。

　当社の子会社である韓国安永㈱は、固定資産の減損の計上等により財政状態が悪化し実質価

額が著しく低下しました。よって、関係会社株式を実質価額まで減額し評価損を計上しており

ます。

　なお、関係会社株式の評価損については、回復可能性が十分に裏付けられる場合には認識を

行っておりません。このような見積りは、経営者による 善の見積りにより行っております

が、将来の不確実な経済条件の変動の結果によって実際の結果と異なる可能性があります。

4.　追加情報
　「連結注記表　5.追加情報」に記載しているため、注記を省略しております。
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5.　貸借対照表に関する注記
(1) 電子記録債権割引高 82百万円

(2) 関係会社に対する短期金銭債権（区分表示したものを除く） 480百万円

(3) 関係会社に対する短期金銭債務 272百万円

(4) 有形固定資産の減価償却累計額 30,123百万円

(5) 担保に供している資産

①　工場財団抵当

建物 659百万円

機械及び装置 529百万円

土地 360百万円

計 1,548百万円

②　工場財団以外の抵当

建物 55百万円

土地 46百万円

計 102百万円

合計 1,650百万円

上記担保資産に対する債務

短期借入金 4,150百万円

長期借入金 7,949百万円

(１年内返済予定額を含む)

計 12,099百万円

(6) 保証債務

関係会社の銀行からの借入金、金利通貨スワップに対する債務保証

安永タイ㈱ 1,417百万円

(7) 百万円未満の金額は切り捨てて表示しております。

6.　損益計算書に関する注記
(1) 関係会社との取引高

売上高 88百万円

仕入高等 1,128百万円

営業取引以外の取引高 27百万円

(2) 百万円未満の金額は切り捨てて表示しております。

7.　株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 975,309 － － 975,309

(2) 百万円未満の金額は切り捨てて表示しております。

－ 18 －

個別注記表



8．リースにより使用する固定資産に関する注記

　　該当事項はありません。

9.　税効果会計に関する注記
(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

たな卸資産評価損否認額 219百万円

賞与引当金損金算入限度超過額 89百万円

未払法定福利費 13百万円

繰越欠損金 608百万円

繰越外国税額控除 32百万円

未払事業税 0百万円

役員退職慰労引当金否認額 20百万円

投資有価証券評価損否認額 18百万円

関係会社株式評価損否認額 648百万円

ゴルフ会員権評価損否認額 9百万円

減損損失 12百万円

減価償却費償却超過額 120百万円

資産除去債務 22百万円

退職給付引当金 46百万円

クレーム対応費用 50百万円

その他 36百万円

繰延税金資産小計 1,950百万円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △608百万円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △1,322百万円

評価性引当額小計 △1,930百万円

繰延税金資産合計 19百万円

（繰延税金負債）

未収配当金 △2百万円

その他有価証券評価差額金 △79百万円

その他 △0百万円

繰延税金負債合計 △82百万円

繰延税金資産の純額 △63百万円

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差異の主な項目別の内訳

　当事業年度は税引前当期純損失を計上しているため、差異原因の項目別内訳を省略しておりま

す。
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10.　関連当事者との取引に関する注記
子会社等

属性 名称 住所
資本金又
は出資金

主要な
事業の
内容

議決権の
所有割合
(％)

関係内容

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

役員の
兼任等
(人)

営業上
の取引

子会社 韓 国 安 永 ㈱
韓 国
全羅北道

24,800
百万ウォン

エンジン部品 100.00
兼 任 ２
出 向 １
当社社員１

生産設備
の販売

－ －

関係会社
長期貸付金
(１年内
を含む)
(注)3

450

子会社 安 永 タ イ ㈱
タ イ
ラヨーン県

400
百万バーツ

エンジン部品
機械装置

100.00
[0.00]

兼 任 １
出 向 ２
当社社員２

生産設備
の販売

債務
保証
(注)2

1,417 － －

－ －

関係会社
長期貸付金
(１年内
を含む)
(注)3

880

増資
の引受
(注)1

245 － －

子会社 安永メキシコ㈱
メキシコ
ハリスコ州

627
百万ペソ

エンジン部品
機械装置

100.00
[4.90]

兼 任 １
出 向 ３

生産設備
の販売

増資の
引受
(注)1

200 － －

（注）1　増資の引受は、子会社が行った増資を引き受けたものであります。

2　安永タイ㈱のリース会社からのリース債務に対する債務保証及び銀行からの借入金、金利

通貨スワップに対する債務保証を行ったものです。なお、保証料は受領しておりません。

3　関係会社長期貸付金（1年内を含む）については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定

しております。

4　「営業上の取引」欄の生産設備の販売等については市場価格を勘案して一般取引条件と同

様に決定しております。

5　「議決権の所有割合」欄は、子会社及び緊密な者又は同意している者による間接所有割合

を［ ］に内書きしております。

11.　１株当たり情報に関する注記
(1) １株当たり純資産額 562.02円

(2) １株当たり当期純損失 231.27円

－ 20 －
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